
特集／建築仕上げ分野に見る環境負荷低減

38 　Vol.52 No.613　2026-8

１．「建築物のライフサイクルカーボン
の算定・評価等を促進する制度」中
間とりまとめについて

　国土交通省にて検討が進められている「建築物のライ

フサイクルカーボンの算定・評価等を促進する制度」に

ついて、「中間とりまとめ」が令和８年１月２８日に公表さ

れた。

　ここでは、その概要を説明する。なお、詳細について

は国土交通省ホームページ（ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊ

ｐ/ｊｕｔａｋｕｋｅｎｔｉｋｕ/ｂｕｉｌｄ/ｊｕｔａｋｕｋｅｎｔｉｋｕ_ｈｏｕｓｅ_ｔｋ

４_０００３０２．ｈｔｍｌ）に掲載されているので、そちらをご覧

いただきたい。

　この制度の背景、ならびに、「中間とりまとめ」の概要

は以下のようなものとなる。

（１）地球温暖化による甚大な被害が各地で報告される

中、我が国のＣＯ２等総排出量の約４割を占める建築物

分野について、一刻も早い脱炭素化対策が求められて

いる。

（２）国際的にも、建築物のライフサイクルカーボン

（ＬＣＣＯ２）政策の措置が求められている（ＥＵでは２０２８

年より一定規模以上の新築建築物についてＬＣＣＯ２報

告義務）。

（３）有価証券報告書・サステナビリティ情報開示におい

て、時価総額３兆円以上の上場企業（大手不動産事業

者等を含む）には遅くとも２０２８年よりＳｃｏｐｅ３開示を

求める方向で検討が進められている。

（４）２０２５年４月、内閣官房に設置された「建築物のライ

フサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議」

において「建築物のライフサイクルカーボンの削減に

向けた取組の推進に係る基本構想」が策定・公表され、

２０２８年度を目途に建築物のＬＣＣＯ２評価の実施を促す

制度の開始を目指すこととされた。

（５）基本構想を踏まえ、「建築物ＬＣＣＯ２評価の実施を促

国交省のＬＣＣＯ２削減に向けた制度検討の
取り組みと仕上材料業界に求められる対応

す措置」、「建築物ＬＣＣＯ２評価結果の表示を促す措置」、

「建築物ＬＣＣＯ２評価に用いる建材・設備のＣＯ２等排出

量原単位の整備」等について、現状と課題を整理し、

早急に講ずべき施策の方向性についてとりまとめた。

　特に、我々の仕上材料業界に関連するのは（５）の中に

記載されている「建築物ＬＣＣＯ２評価に用いる建材・設備

のＣＯ２等排出量原単位の整備」であり、各種建材のＣＯ２

等排出量原単位（各種建材の製造・出荷・建設・解体・

廃棄時に発生するＣＯ２排出量）を各メーカーが整備し、

各種建材群の代表値を業界団体が算出することが期待さ

れている。

　これは、わが国全体としての建築物のライフサイクル

カーボンを将来的に削減していくには、建築主や設計者

が建築しようとしている建築物のライフサイクルカーボ

ンを把握したうえで、削減の検討を促すことが必要と考

えられているためである。その把握には、各種建材およ

び設備のライフサイクルカーボンを積み上げて算出する

必要がある。

　そのため、「中間とりまとめ」の「現状と課題」において、

「建材・設備ＣＯ２等排出量原単位の整備が課題」としてお

り、早急に講ずべき施策の方向性として「建材・設備ＣＯ２

等排出量原単位の整備方針の策定及び建材・設備におけ

る表示ルールの策定を検討すべき」としている。

　タイムスケジュールもある程度明確になっており、国

土交通省では建築主や設計者に建築物ライフサイクル

カーボン評価の実施を促す制度の開始を２０２８年度と想

定しており、建材・設備ＣＯ２等排出量原単位の整備はそ

れまでに実施する方向で検討が進められている。

　一方、多くの建材・設備において、ＣＯ２等排出量原単

位が整備されていないという現状がある。そのため、各

団体・メーカーの取り組みの進捗に応じて、以下のよう

な対応が求められる予定となっている（図１参照）。
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